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はじめに 

「身近な水域」というと、通勤・通学で目にする自宅近くの農業水路や小川などが思

い浮かぶ。これらの水域では、そう遠くない昔、メダカやフナ、ドジョウなどが泳ぎ、

それを捕まえようとする子どもたちの歓声がこだましていた。統計によると全国の農業

水路の延長は 40 万 km(*1)、河川の延長は 12 万 km(*2)にも及んでおり、このような身近な

水域が生物の生息・生育の場として豊かな生態系を支えていた。 

しかし、農業従事者の兼業化、高齢化が進むなかで営農形態も機械化、省力化され、

湿田は乾田に、水路は除草などの必要がないコンクリート水路へと変わっていった。ま

た治水事業が進められ、住民が洪水被害を受ける危険性が格段に少なくなり、また取水

堰等の設置により、生活に不可欠な水の確保が容易になった一方で、河川の上下流方向

の連続性が失われてきた。さらに、河川と農業水路をつなぐ部分もコンクリート化され、

段差が生じるなど、急速に生物の生息・生育の場としての機能が低下した。その結果、

身近な水域に支えられてきた生態系も大きな影響を受け、生物の生息種数やその個体数

の減少を招いている。 

近年、国民の環境に対する関心が高まるなか、農業では、環境との調和に配慮した農

業水路整備など、環境に配慮した保全整備が進められている。一方、河川管理において

は魚がのぼりやすい川づくりなどの取り組みにより、魚類をはじめとした生物の生息・

生育環境の改善が進められ、双方とも一定の効果を上げている。 

これまで双方の取り組みは、整備の優先順位の違いなどから、個々に進められる場合

が多かった。しかし、双方の事業調整によって河川と農業水路間のつながりを復元し、

相互の環境が連続することで生物の生息・生育環境を飛躍的に向上させることができ、

より効果的な環境の復元が期待できることから、双方が連携した取り組みが求められて

いる。 

このような中、農林水産省農村振興局と国土交通省河川局では、国土総合開発事業調

整費（現在：社会資本整備事業調整費）を活用して、今後の連携事業の推進に向けた手

引きづくりを行うこととした。 

本手引きでは、全国で 3箇所のモデル河川を選定し、連携事業における効果や事業調

整のポイントなどを明らかにするとともに、その結果を踏まえて、身近な水域間の魚類

等の生息環境の改善に向けた基本的考え方や目標設定、具体的改善手法、さらには連携

事業における課題の整理等を行った。 

今後は、この手引きを参考に全国の身近な水域において連携事業が進められることを

期待するところである。 

(*1)：主要水路 41,795km（用水路 31,762km、排水路 10,033km）、中小の農業水路を含むと約 40 万 km 

出典『日本水土図鑑』農林水産省農村振興局 土地改良企画課作成 

(*2)：一級河川 87,560.1km 二級河川 35,933.7km（平成 13 年 4 月現在）出典『河川便覧 2002』 
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